
選択中の行の背景色を変更して表示。

行をクリックすることで、「申請削除」画面を

ポップアップする。

「他施設利用申請」では

申請中の一覧が表示されます

該当行をクリックすることで

削除作業が行えます

memo
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「他施設利用申請」で削除作業

を行う場合は、本画面上部の

「削除」を押下ください

memo
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選択中の行の背景色を変更して表示。

行をクリックすることで、「申請詳細」画面を

ポップアップする。

「施設利用承認」では申請された

従事者一覧が表示されます

従事者をクリックすることで

申請詳細内容を確認できます

memo
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「施設利用承認」の申請詳細では

状況に応じて画面上部のボタン

を押下してください

「発行」：申請書発行

「承認」：申請承認作業

「削除」：不要な場合

「閉じる」：変更不要

承認しましたら、相手先にメール

をお願いします。

memo
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「施設利用承認」で「承認」後

「発行」作業を行うと証明書が

発行されます

memo
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＜共通ＣＳＶフォーマット＞

№ 項⽬名 型 必須項⽬ 備考
1 個⼈コード 数値 9 ○ 各⼤学システムの主キー(ZZZZZZZZ9)
2 ⽒名 ⽂字 120 ○ 全⾓60⽂字
3 カナ⽒名 ⽂字 120 全⾓60⽂字
4 所属機関・施設 ⽂字 120 全⾓60⽂字
5 性別 数値 1 . 0 1:男、2:⼥
6 ⽣年⽉⽇ ⽇付 - yyyy/mm/dd
7 ⾝分 ⽂字 60 ⽂字列で保存
8 健診⽇ ⽇付 - yyyy/mm/dd
9 健診結果 数値 4 . 0 1: 従事可、2: 従事不可
10 健診措置 ⽂字 120 全⾓60⽂字
11 健診医師名 ⽂字 120 全⾓60⽂字
12 新規教育受講⽇（⼈体影響） ⽇付 - yyyy/mm/dd
13 新規教育受講時間（⼈体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
14 新規教育受講⽇（法令） ⽇付 - yyyy/mm/dd
15 新規教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
16 新規教育受講⽇（安全取扱） ⽇付 - yyyy/mm/dd
17 新規教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
18 新規教育受講⽇（予防規程） ⽇付 - yyyy/mm/dd
19 新規教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
20 再教育受講⽇（⼈体影響） ⽇付 - yyyy/mm/dd
21 再教育受講時間（⼈体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
22 再教育受講⽇（法令） ⽇付 - yyyy/mm/dd
23 再教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
24 再教育受講⽇（安全取扱） ⽇付 - yyyy/mm/dd
25 再教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
26 再教育受講⽇（予防規程） ⽇付 - yyyy/mm/dd
27 再教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
28 年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
29 年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
30 年度線量（等価線量︓⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
31 年度線量（等価線量︓⽔晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9
32 年度線量（等価線量︓⽪膚） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
33 年度線量（等価線量︓⽪膚）　X回数 数値 2 . 0 Z9
34 年度線量（等価線量︓⼥⼦腹部） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
35 年度線量（等価線量︓⼥⼦腹部）　X回数 数値 2 . 0 Z9
36 測定⽅法（外部被ばく） ⽂字
37 測定⽅法（⽔晶体被ばく） ⽂字
38 年度線量（内部被ばく） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
39 年度線量（内部被ばく）　算定結果 ⽂字 4 . 0 0︓被ばく無し、1: 被ばく有り、2:管理区域作業無し
40 年度線量（内部被ばく）　算定⽅法 ⽂字 120 全⾓60⽂字
41 年度線量（X,M件数) 数値 2 . 0 Z9
42 年度線量（合算） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
43 1年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
44 1年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
45 2年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
46 2年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
47 3年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
48 3年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
49 4年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
50 4年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
51 1年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
52 1年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9
53 2年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
54 2年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9
55 3年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
56 3年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9
57 4年度前　等価線量（⽔晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
58 4年度前　等価線量（⽔晶体）　Ｘ回数 数値 2 . 0 Z9

サイズ

データ項⽬フォーマットについて
9 ︓ 半⾓数字（ゼロサプレスなし）
Z ︓ 半⾓数値（ゼロサプレスあり）
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アプリケーションソフト対応一覧

№ 項目 改造内容 参照シート
2 基本操作対応
2-1 ログイン／ログアウト ログアウトボタン実装 2-1
2-2 ID／PW登録 改造項目ではないため、報告対象外 2-2
3 試験時エラー対応
3-1 取込みエラー CSVファイル取込エラー時に、詳細メッセージを表示 3-1
3-2 入力エラー表示 入力内容のチェック処理を実装 3-2
3-3 画面表示 画面表示サイズ変更 3-3
4 機能追加
4-2 ログ①、② レコード挿入・更新時の時刻をDBへ付与 4-2
4-3 承認日時 承認者（ID）情報を付与・表示項目追加 4-3
4-4 備考欄 備考欄の追加 4-4
4-5 カナ入力 全角カナチェック処理を実装 4-5
4-6 文字入力コード CSV取込み時に、ファイルエンコーディング指定を追加 4-6
4-8 線量桁数 X,M件数の格納桁数を変更 4-8
5 データ変更
5-1 CSV取込み フォーマット作成 5-1

添付資料 ３
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２－１．ログイン／ログアウト

（改造前） （改造後）
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３－１．取込みエラー

（改造前） （改造後）

※ 吹き出しアイコンを、マウスオーバー時に詳細エラーメッセージを表示
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３－２．入力エラー表示

（改造前） （改造後）

必須入力チェック 必須入力チェック

日付逆転チェック 日付逆転チェック

※ 改造前より実装済み
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３－２．入力エラー表示

（改造前） （改造後）

過去日チェック 過去日チェック
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３ʷ３．ブラウザー表示画面変更

表示変更サイズ：Google Chrome・サイズ1366×768

①ログイン画面 ②トップページ

③ファイル取り込み画面 ④取り込みデータ確認画面

⑤放射線従事者一覧 ⑥放射線従事者詳細

⑦他施設利用申請一覧 ⑧他施設利用申請削除
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⑨他施設利用承認 ⑩他施設申請詳細
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４－２．ログ①、②

（改造前） （改造後）

レコード挿入時

レコード更新時

sid kanrino univid insdate upddate insid updid
0000000016 0000000011 0001 2020/09/01 2020/09/01 tohoku test

（中略）
（中略） sid kanrino un ivid mokuteki insdate insid upddate updid

0000000047 0000000011 0001 調査のため 2021/02/26 10:05:59 tohoku 2021/02/26 10:05:59 tohoku

（中略）

（中略）

sid kanrino un ivid mokuteki insdate insid upddate updid

0000000047 0000000011 0001 調査のため 2021/02/26 10:05:59 tohoku 2021/02/26 10:07:04 tohoku

（中略）

（中略）
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４－３．承認日時

（改造前） （改造後）
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４－４．備考欄

（改造前） （改造後）
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４－４．備考欄

（改造前） （改造後）
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４－５．カナ入力

（改造前） （改造後）

CSV取込み CSV取込み

放射線業務従事者詳細 放射線業務従事者詳細

※ 「フリガナ」の入力フィールドからフォーカスアウトする際、警告を表示
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４－５．カナ入力

（改造前） （改造後）

放射線業務従事者詳細 放射線業務従事者詳細

※ 「更新」ボタンクリック時、半角カナが入力されているため、更新不可となる
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４－６．文字入力コード

（改造前） （改造後）

※ 指定可能な文字コードは以下
・ UTF-8
・ SJIS
・ EUC-JP
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５－５．線量桁数

（改造前） （改造後）
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５－１．共通ＣＳＶフォーマット

№ 項目名 型 必須項目 備考
1 個人コード 数値 9 ○ 各大学システムの主キー(ZZZZZZZZ9)
2 氏名 文字 120 ○ 全角60文字
3 カナ氏名 文字 120 全角60文字
4 所属機関・施設 文字 120 全角60文字
5 性別 数値 1 . 0 1:男、2:女
6 生年月日 日付 - yyyy/mm/dd
7 身分 文字 60 文字列で保存
8 健診日 日付 - yyyy/mm/dd
9 健診結果 数値 4 . 0 1: 従事可、2: 従事不可
10 健診措置 文字 120 全角60文字
11 健診医師名 文字 120 全角60文字
12 新規教育受講日（人体影響） 日付 - yyyy/mm/dd
13 新規教育受講時間（人体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
14 新規教育受講日（法令） 日付 - yyyy/mm/dd
15 新規教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
16 新規教育受講日（安全取扱） 日付 - yyyy/mm/dd
17 新規教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
18 新規教育受講日（予防規程） 日付 - yyyy/mm/dd
19 新規教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
20 再教育受講日（人体影響） 日付 - yyyy/mm/dd
21 再教育受講時間（人体影響） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
22 再教育受講日（法令） 日付 - yyyy/mm/dd
23 再教育受講時間（法令） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
24 再教育受講日（安全取扱） 日付 - yyyy/mm/dd
25 再教育受講時間（安全取扱） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
26 再教育受講日（予防規程） 日付 - yyyy/mm/dd
27 再教育受講時間（予防規程） 数値 4 . 0 ZZZ9 (分)
28 年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
29 年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
30 年度線量（等価線量:水晶体） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
31 年度線量（等価線量:水晶体）　X回数 数値 2 . 0 Z9
32 年度線量（等価線量:皮膚） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
33 年度線量（等価線量:皮膚）　X回数 数値 2 . 0 Z9
34 年度線量（等価線量:女子腹部） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
35 年度線量（等価線量:女子腹部）　X回数 数値 2 . 0 Z9
36 年度線量（内部被ばく） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
37 年度線量（内部被ばく）　算定結果 文字 4 . 0 0:被ばく無し、1: 被ばく有り、2:管理区域作業無し
38 年度線量（内部被ばく）　算定方法 文字 120 全角60文字
51 年度線量（X,M件数) 数値 2 . 0 Z9
40 年度線量（合算） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
41 1年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
42 1年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
43 2年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
44 2年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
45 3年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
46 3年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9
47 4年度前　年度線量（実効線量） 数値 7 . 2 ZZZZ9.99
48 4年度前　年度線量（実効線量）　X回数 数値 2 . 0 Z9

サイズ

データ項目フォーマットについて

9 : 半角数字（ゼロサプレスなし）

Z : 半角数値（ゼロサプレスあり）
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徳島大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を徳島大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“2019 年度_研究

登録簿(放射線総合センター).1.xls”を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォー

マットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 
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４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 
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５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 
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７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 
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東北大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を東北大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は従事者管理システムから教育訓練、健康

診断、被ばく歴を一つのファイルとして取り出した個人ファイル “TohokuTaroData.csv”

を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 
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４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 
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５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 
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７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 
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東京工業大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を東京工業大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された２種類のファイル

“filemaker_alldata.3.csv”、“filemaker_大学間共有.2.csv”を使用していますので、表の項

目名と並びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“熊本大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、３種類のファイルを次の順番で読

み込む。 

１、“filemaker_alldata.3.csv” 

A-116- 133 -



２、“filemaker_大学間共有.2.csv” 

読み込むファイルの種類はダイアログのタイトルに表示されているので、その種類の

ファイルを読み込むこと。 

 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“はい”を選択した場合は、ファイルの読込を最初からやり直す。“いい

え”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1 に残っている時には

そのデータを CSV として保存するかどうかのメッセージが表示される。 

 

ファイルの種類が表示されている。 

A-117- 134 -



 
５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-118- 135 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 
 

 
 

 

A-119- 136 -



東京医科歯科大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を東京医科歯科大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“従事者管理簿.csv”

を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 

A-120- 137 -



 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

A-121- 138 -



 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-122- 139 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

 

 
 

 

A-123- 140 -



鳥取大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を鳥取大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“鳥取大出力

例 .1.csv”を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 

A-124- 141 -



 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

A-125- 142 -



 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-126- 143 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

 

 
 

 

A-127- 144 -



長崎大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を長崎大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“業務従事者.1.xlsx”

を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 

A-128- 145 -



 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

A-129- 146 -



 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-130- 147 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

 

 
 

 

A-131- 148 -



筑波大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を筑波大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“従事者管理シス

テムの出力(CSV ファイル)_筑波大学例.2.csv”を使用していますので、表の項目名と並びは

同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 

A-132- 149 -



 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

A-133- 150 -



 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-134- 151 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

 

 
 

 

A-135- 152 -



大阪大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を大阪大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された

“REP201906170818483022453.1.xls”を使用していますので、表の項目名と並びは同じフ

ォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 

A-136- 153 -



 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

A-137- 154 -



 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-138- 155 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

 

 
 

 

A-139- 156 -



千葉大学用変換プログラム使用方法 

 

１、 ファイルの準備 

“千葉大学‗共通フォーマットファイル.xlsx”（変換プログラム）と同じフォルダーへ

放射線業務従事者証明書“登録証明男例.2.docx”ファイルをコピーする。 

 
 

２、 “千葉大学‗共通フォーマットファイル.xlsx”を開く。 

３、 “Menu”シートの変換実行ファイルリストに変換したいファイル名を記述する。（ファ

イル名に拡張子は記述しないこと。（” .docx “固定のため） 

 

４、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

A-140- 157 -



 
５、 “Menu”シートの“ファイル読み込み”ボタンをクリックする。 

３で記述したデータファイルが登録者名簿シートに読み込まれ、完了すると読込済欄

に“〇”が記入される。 

  

６、 “Menu”シートの“所属・氏名等反映”ボタンをクリックする。（共通フォーマットシ

ート Sheet1 に所属・氏名等がコピーされる。） 

 

A-141- 158 -



７、 “Menu”シートの“健康診断反映”ボタンをクリックする。（健康診断の結果がコピー

される。）健康診断情報が、このファイルに記載がないため反映されない。 

 

８、 “Menu”シートの“教育訓練反映”ボタンをクリックする。（教育訓練の結果がコピー

される。） 

 

９、 “Menu”シートの“被ばく線量”ボタンをクリックする。（被ばく線量の結果がコピー

される。） 

 
 

１０、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変

換されたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

A-142- 159 -



神戸大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を神戸大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“（神戸大）従事

者管理システムの出力例.1.csv”を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマ

ットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 

A-143- 160 -



 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

A-144- 161 -



 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-145- 162 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

 

 
 

 

A-146- 163 -



新潟大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を新潟大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“R1 登録者リス

ト（泉川）.xlsx”を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマットとしてくだ

さい。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 

A-147- 164 -



 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

A-148- 165 -



 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

A-149- 166 -



 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 

 

 

 
 

 

A-150- 167 -



鹿児島大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を鹿児島大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“2. 従事者管理

システムの出力例”02 業務従事者データ.1.xlsx”を使用していますので、表の項目名と並

びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 
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４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 
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５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 
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７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 
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広島大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を広島大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“2. 従事者管理

システムの出力例（〇〇年度_登録者名簿）.1.xlsx”を使用していますので、表の項目名と

並びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 
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４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 
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５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 
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７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 
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熊本大学用変換プログラム使用方法 

 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された３種類のファイル

“教育訓練（ＣＳＶ）.csv”、“健康診断データ（ＣＳＶ）.csv”、“被ばく線量（ＣＳＶ）.csv”

を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマットとしてください。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“熊本大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、３種類のファイルを次の順番で読

み込む。 

１、“教育訓練（ＣＳＶ）.csv” 

２、“健康診断データ（ＣＳＶ）.csv” 
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３、“被ばく線量（ＣＳＶ）.csv” 

読み込むファイルの種類はダイアログのタイトルに表示されているので、その種類の

ファイルを読み込むこと。 

 

 

４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“はい”を選択した場合は、ファイルの読込を最初からやり直す。“いい

え”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1 に残っている時には

そのデータを CSV として保存するかどうかのメッセージが表示される。 

 

ファイルの種類が表示されている。 
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５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 
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７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 
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九州大学用変換プログラム使用方法 

 

以下例示してある内容の大学名を九州大学と読み替えてください。 

なお、変換元のファイル（従事者管理ファイル）は資料として提供された“取扱者一覧項目

データ内容.2.csv”を使用していますので、表の項目名と並びは同じフォーマットとしてく

ださい。 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 
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４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 
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５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 
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７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 
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金沢大学用変換プログラム使用方法 

 

１、 アプリの起動と変換元ファイルの読込。 

“金沢大学‗共通フォーマットファイル＿V2.1.xlsm”（変換プログラム）を開く。 

 

 

２、 “Menu”シートの“初期化”ボタンをクリックする。 

 
３、 初期化が完了するとファイル読み込み”ボタンが現れるので、 “ファイル読み込み”

ボタンをクリックする。 

ファイルを選択するダイアログが表示されるので、読み込むファイル（金沢大学の場合

は血液検査結果リストの CSV ファイルを使った）の種類（csv、xlsx）を選び、ファイ

ル名を選択する。。 
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４、 ファイル選択をキャンセルした場合、別のファイルを選択するかどうかのメッセージ

が表示される。“いいえ”を選択した場合、もしフォーマット変換したデータが Sheet1

に残っている時にはそのデータをCSVとして保存するかどうかのメッセージが表示さ

れる。 

 

 

５、 ファイルの読込が完了すると、読込済ファイルに選択したファイル名が表示され、共通

A-168- 185 -



フォーマット作成ボタンが現れる。“ “共通フォーマット作成”ボタンをクリックする。

（共通フォーマットシート Sheet1 に対応データがコピーされる。） 

 

 

６、 フォーマット変換が終了すると、続けて別のファイルの処理を行うかどうかのメッセ

ージボックスが表示されので、続けてファイル処理を行う場合は“はい”を選択する。

“はい”を選択するとファイル読み込みのボタンが表示される。“いいえ”を選択する

と CSV ファイル作成のボタンが表示される。 

 

７、 “Menu”シートの“CSV ファイル作成”ボタンをクリックする。（フォーマット変換さ

れたファイル Sheet1.CSV が作成される。） 
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規制庁事業 ①個⼈情報・学内規程検討 WG 
【WG 主題】 
放射線業務従事者の⼀元管理システムを導⼊するにあたり，組織(⼤学)として問題となる事柄を抽出し，解決案を提⽰する。特に個⼈情報の扱いとそれに伴
い必要となる⼤学内のルール(規程)について重点的に検討する。 
 
I. 第 1 回 WG ミーティング（10 ⽉ 21 ⽇） 

以下の２点を議論の前提として、問題点を抽出し、解決策を考案することを確認した。 
1) ⼀元管理の対象者は、⼤学関係従事者かつ複数の RI 施設の利⽤者（数百⼈程度/⼤学）：つまりスプリング８等の他施設を利⽤しようとする⼤学関係者 
2) システム管理者は、基幹⼤学（例：東北⼤学）とし、基幹⼤学のシステム（基幹システム）を介して、Ａ⼤学からＢ施設（スプリング８など）に、データ

を提供。 
 
II. 第 2 回、第 3 回 WG ミーティング（10 ⽉ 2７⽇、11 ⽉ 17 ⽇） 
① 問題点の抽出と解決策の考案 

第 1 回 WG ミーティングの⽅針に従い、問題点を抽出し、解決策の考案を進めた。問題点・ポイント及び考えうる解決策の概要は下表のとおりである。こ
れらの検討の結果のなかで、個⼈情報の管理の観点から利⽤者本⼈が登録を⾏うシステムの構築が現状においては好ましいとの意⾒が⼤勢を占めた。また、
特に健康診断に関しては、基幹システムに登録する情報の種類・項⽬について、規制庁・厚労省・放射線安全協会等の関係諸機関との間でコンセンサスを得
たうえで、システムに反映させることの重要性が指摘された。 
 

 課題・ポイント 解決策など 
１ 
 

個⼈情報の提供には、本⼈の同意が必要である。 
・特に外国⼈教職員、留学⽣の個⼈情報の取扱に注意が
必要である。 
・サーバーを介した個⼈情報の移動のセキュリティに
関する問題がある。 

A) 利⽤時に本⼈同意（紙、メール、学内 RI システムベース）を得て、管理者が基幹シス
テム登録をする⽅法が考えられる。但、対象⼈数が多い場合は、管理者の負担が⼤きい。 

B) 本⼈がオンラインで基幹システム登録する⽅法が考えられる。 
但、対象⼈数が少ない場合は、A）の⽅が容易である。 

C) 個⼈情報の厳格な管理の観点からは、すべてを本⼈が⾏う B)の⽅法が好ましい。 
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B）の⽅式においてもサーバーを介した個⼈情報の移動に関して、個⼈情報保護に関す
る精査が必要である。 

２ 基幹システムへの登録には、所属元の⼤学（部局）、主
任者の承認も必要である。 
（つまり、個⼈が所属元の⼤学（部局）、主任者の承認
なしに登録することを防ぐシステムが必要である） 

所属元の⼤学（部局）、主任者が確認承認できる学内 RI システムを構築・提供する。 
例として、所属元の学内 RI システムにマイページなどを構築し、⼤学・主任者の承認を

得た後に、本⼈が基幹システム登録を⾏う⽅法が考えられる。 

３ 派遣先・所属元共に、紙ベース、印鑑システムから、電
⼦ファイルシステムに変える必要がある。 

現在の社会情勢の変化により、脱印鑑が進めば可能になる。 

４ ⼤学内でも放射線業務従事者情報が集約されていない。 
（⼤学内でも管理⽅法が⼀定でない。学内の統⼀につい
ても考える必要がある。） 

今回の事業等により、管理システムが提供されれば、集約・統⼀が進むことが期待される。 

５ 健康診断、教育、被ばく記録で扱いが異なる。特に、健
康診断データの扱いは⼤学毎に異なっている。 
（RI 施設管理、保健センター管理、部局管理など） 
・健康診断に関しては、基幹システムに登録すべき情報
の種類・項⽬についても統⼀する必要がある。 

課題１-解決策 Bの⽅法により、個⼈情報保護の問題は解決できると考えられる。 
但、健康診断データは⼤学毎に取扱⽅法が⼤きく異なるため、健康診断データを電⼦データ
として本⼈に提供し、基幹システムに登録する⽅法については詳細な検討が必要である。 
・健康診断に関しては、基幹システムに登録する必要がある情報の種類・項⽬について精査
し、（規制庁・厚労省・放射線安全協会も含めて）コンセンサスを得たうえで、システムに
反映させる。 
 

６ 過去の情報は紙ベースのものもあり、遡っての情報利⽤
は電⼦化の作業が必要となる。 

今回の事業等により、管理システムが提供されれば、電⼦化が進むことが期待される。 

７ 現有の学内 RI 管理システムとの互換性の問題を解決す
る必要がある。 

基幹システム開発時に、互換性の問題を解決できるように⼯夫する。 
システム開発企業との情報交換・協⼒が必要。 

８ RI 規制法以外の従事者情報（X線、電離則）の取扱につ
いても考慮する必要がある。 

現状・要望を把握し、対応可能な基幹システムあるいは学内 RI 管理システムを提供する。 
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9 予防規程に個⼈情報に関する記述を加える必要がある。 必要に応じて、予防規程に加えるべき記述の案を提供し、予防規程の改訂を推奨する。 
10 クロスアポイントメント教員などに対する対応も考え

る必要がある。 
クロスアポイントメント協定書等により、RI 従事者の管理責任を明確化する必要がある。 

 
 
② 理化学研究所播磨事業所（Spring８）におけるペーパーレス化に関する意⾒交換 

2021年 10 ⽉ 26⽇付で、理化学研究所播磨事業所安全管理室から「放射線業務従事者登録等⼿続きペーパーレス化について」の案内が発出されたため、
理化学研究所播磨事業所（Spring８）のシステム（以下、理研システム）について意⾒交換を⾏った。概要は以下の通り。 
・ 理研システムでは、利⽤者本⼈が理研システムに利⽤申請した後に、所属元の⼤学（部局）、主任者に確認承認依頼のメール連絡が送られ、所属元の⼤学

（部局）、主任者が確認承認する流れになっている。 
・ 上表の１B、及び２の案に類似したものであり（但、所属元の学内承認の前に申請する点は異なっている）、理研システムは概ね本 WG の⽅針と⼀致し

ている。 
・ 理研システムにより上表の項⽬３及び４が進展するものと考えられる。 
・ 本 WG で検討している⼀元管理システムとは、登録する情報の種類・項⽬（上表の５）が異なる可能性があるため、これらの点に関する精査が必要であ

る。 
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 1 

原子力規制庁ネットワーク事業ワーキンググループ２ 

第２回 継続的な利用のための試算・検討ワーキンググループ議事要旨 

 

日時：令和 3年 1月 7日 17:00~18:30 
Zoom オンラインミーティング 

出席者：柴（金沢大）、原（東京医歯大）、佐々木（富士電機）、渡部（東北大）、佐藤（東北

大）、吉村（阪大） 

 

（１）  以下の条件で試算した。 

１−１． 保守及び運営に関する事務は企業に外注。 

１−２． 保守は企業に外注、運営に関する事務は大学にて事務員を雇用。 

２−１． 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守及び運営に関する事務は企業に

外注。 

２−２． 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守は企業に外注、運用に関する事

務等は技術者を雇用。 

 

 

１−１．保守及び運営に関する事務は企業に外注 

 

保守費用全体の概算 

サーバー、ネットワークは大学のレンタルサーバー、専用ネットワーク（SINET－５）を利用する。 

保守費用は初年度、2 年度以降で異なるためそれぞれの費用算出を行う。表 1－1 参照のこと。 

①初年度      初回のみ必要な負担＋保守費用 

 ②２年度以降    保守費用 

 

保守費用負担額試算 

費用負担は 3 つのパターンで検討し、施設ごともしくは利用者ごとの費用算出を行う。表 1－2 を参照の

こと。 

①一括支払い      毎回の費用を利用者負担 

②サブスクリプション  定額制：ハード、保守費を定額負担 

               ｱ) 1 施設負担（想定施設数） 

               ｲ) 1 人負担（想定利用者数） 

③リカーリング     従量課金制：ａ．システム機器更新費用は運営者負担 

                  ｂ．保守費は利用者の定額負担 

                    -1 1 施設負担（想定施設数） 

                    -2 1 人負担（想定利用者数） 
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※ただし以下を除く。 

・利用者が使用する PC、ハブ等のハード費用 

・アプリケーションソフトの基本ベースにかかわる見直し、設計・作成費用 

・予期せぬ事象による対応・対策費用 

 

対象とする施設、人数 

ア）利用施設 25 施設（21 大学＋4 施設（QST,SPring8,KEK,JPARK)） 

イ）利用者数 10,000 人 

 

 

 

表 1－1 年間保守費等の試算 

（円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サーバー、ネットワ

ーク利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、専用ネットワー

ク(SINET-５)利用 

2 システムメンテナン

ス費 

継続

運用 

管理責任者 

事務 

4,000,000 

4,500,000 

8,500,000 50週、週 1 回管理 

派遣（年間）1 名、エラー管理、請求・

回収・経費管理 

3 シス テム機器更

新費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4半期ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修正 

5 アプリケーションソ

フト改造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF変換ソフト 初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document Converter

 Professional 

7 アプリケーションソ

フト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間サブスク

リプション） 

合計 
初年度 14,950,000 No.1～7 

2 年度以降 14,500,000 No.1～5、7 
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表 1－2 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 

項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

①一括支払い 14,950,000 14,500,000  

②サブスクリプション 
ｱ)     598,000 ｱ)     580,000 1 施設負担（25 施設として） 

ｲ)       1,495 ｲ)       1,450 1 人負担（10,000 人として） 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．    500,000 運営負担 

ｂ．-1 578,000 ｂ．-1  560,000 1 施設負担（25 施設として） 

    -2    1,445     -2    1,400 1 人負担（10,000 人として） 

 

 

 

１−２． 保守は企業に外注、運営に関する事務は大学にて事務員を雇用 

佐々木氏作成の保守概算額に対して、人員を大学にて雇用（週 30時間勤務）した場合の費用 
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表 1－3 年間保守費等の試算 

   （円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サーバー、ネット

ワーク利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、専用ネ

ットワーク(SINET-５)利用 

2 システムメンテナ

ンス費 

継続

運用 

管理者、事務 3,500,000 

 

3,500,000 システム管理、ユーザーサポー

ト、請求・回収・経費管理（年

間）1名 

3 システム機器更

新費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4 半期

ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修

正 

5 アプリケーション

ソフト改造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF変換ソフト 初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document C

onverter Professional 

7 アプリケーション

ソフト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間

サブスクリプション） 

合計 
初年度 9,950,000 No.1～7 

2 年度以降 9,500,000 No.1～5、7 

 

表 1－4 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 

項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

① 一括支払

い 
9,950,000 9,500,000  

②サブスクリプ

ション 

ｱ)     398,000 ｱ)     380,000 1 施設負担（25 施設として） 

ｲ)         995 ｲ)         950 1 人負担（10,000 人として） 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．    500,000 運営負担 

ｂ．-1 378,000 ｂ．-1  360,000 1 施設負担（25 施設として） 

    -2      945     -2      940 1 人負担（10,000 人として） 
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２−１. 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守及び運営に関する事務は企業に外

注。 

 

既存アプリケーションソフトに新たに開発する教育訓練システム（大学独自に実施）からの教育訓練結果

情報を結合させる。保守費用全体額、保守費用負担は 1-1 項と同条件とする。対象とする施設数、人

数は以下のとおりとした。また本システムはより多くの放射線業務従事者に利用を促進させるため、大学、

大学共同利用機関以外に民間企業などの取入れによる施設、利用者を想定して算出する。 

 

対象とする施設、人数 

ア）利用施設 70 施設（大学および共同利用施設） 

イ）利用者数 25,000 人 
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表 2－1 アプリ改造（教育訓練システム情報結合）と年間保守費用概算 

   （円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サーバー、ネットワー

ク利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、 

専用ネットワーク(SINET-５)利用 

2 システムメンテナン

ス費 

継続

運用 

管理責任者 

ｼｽﾃﾑｴﾝｼﾞﾆｱ 

事務 

4,000,000 

12,000,000 

4,500,000 

20,500,000 50週、週 1 回管理 

派遣（年間）1 名、エラー管理、請

求・回収・経費管理 

3 システム機器更新

費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4半期ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修正 

5 アプリケーションソフ

ト改造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF変換ソフト 初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document Conve

rter Professional 

7 アプリケーションソフ

ト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間サブ

スクリプション） 

8 教育訓練システム

データ結合 

初年

度 

設計費用 

ｿﾌﾄ作成・改造 

試験費用 

管理費 

160,000 

400,000 

240,000 

160,000 

960,000 基本、詳細設計 

ソフト作成 

単体、結合試験 

管理経費 

合計 
初年度 27,910,000 No.1～8 

2 年度以降 26,500,000 No.1～5、7 
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表 2－2 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 

項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

①一括支払い 27,910,000 26,500,000  

②サブスクリプション 

ｱ)     398,714 ｱ)      378,571 1 施設負担（70 施設として） 

ｲ)       1,116 ｲ)        1,060 1 人負担（25,000 人として） 

ｳ) 大学：   329 

   企業： 1,642 

大学：   312 

   企業： 1,559 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．     500,000 運営負担 

ｂ．-1 391,571 ｂ．-1   371,429 1 施設負担（70 施設として） 

    -2    1,096     -2     1,040 1 人負担（25,000 人として） 

c. 大学：   323 

   企業： 1,613 

大学：   306 

   企業： 1,530 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 
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２−２． 別途作成する教育訓練システムと融合させ、運用する。保守は企業に外注、運用に関する事

務等は技術者を雇用。 

 

佐々木氏作成の保守概算額に対して、人員を大学にて雇用（週 30時間勤務）した場合の費用 

 

表 2－3 アプリ改造（教育訓練システム情報結合）と年間保守費用概算 

   （円） 

No. 項目 概算内訳 概算費用 備考 

1 サー バー 、

ネットワーク

利用 

継続

運用 

― 0 0 大学レンタルサーバー、 

専用ネットワーク(SINET-５)利用 

2 シ ス テ ム メ

ン テ ナ ン ス

費 

継続

運用 

管理、事務 5,000,000 

 

5,000,000 システム管理、ユーザーサポート、請求・回収・

経費管理（年間）1名 

3 システム機

器更新費 

継続

運用 

― 500,000 500,000 東北大所掌（サーバー機器） 

4 メンテナンス 継続

運用 

メンテナンス 

プログラム修正 

トラブル対応 

バグ修正 

960,000 

800,000 

640,000 

800,000 

3,200,000 メンテナンス、ログ確認 4半期ごと 

修繕 

利用者トラブル対応 

利用時におけるバグ出現、修正 

5 アプリケーシ

ョンソフト改

造 

継続

運用 

― 800,000 800,000 機能改造 

6 PDF 変換

ソフト 

初年

度 

― 450,000 450,000 Office Server Document Converter Profe

ssional 

7 アプリケーシ

ョンソフト 

継続

運用 

― 1,500,000 1,500,000 オープンソースソフトウェア（年間サブスクリプショ

ン） 

8 教 育 訓 練

システムデ

ータ結合 

初年

度 

設計費用 

ｿﾌﾄ作成・改造 

試験費用 

管理費 

160,000 

400,000 

240,000 

160,000 

960,000 基本、詳細設計 

ソフト作成 

単体、結合試験 

管理経費 

合計 
初年度 12,410,000 No.1～8 

2 年度以降 11,000,000 No.1～5、7 

表 2－4 負担方法の違いによるコスト 

   （円） 
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項目 初年度費用（年間） ２年度以降（年間） 備考 

① 一括支払い 12,410,000 11,000,000  

②サブスクリプション 

ｱ)     177,286 ｱ)      157,143 1 施設負担（70 施設として） 

ｲ)         497 ｲ)          440 1 人負担（25,000 人として） 

ｳ) 大学：   146 

   企業：   730 

大学：   130 

    企業：   648 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 

③リカーリング 

ａ．   500,000 ａ．     500,000 運営負担 

ｂ．-1 170,143 ｂ．-1   150,000 1 施設負担（70 施設として） 

    -2      477     -2       420 1 人負担（25,000 人として） 

c. 大学：   141 

   企業：   701 

大学：   124 

    企業：   618 

大学 10,000 人、企業 15,000 人 

負担額 1:5 

 

 

保守体制別のメリット、デメリット考察 

 企業に一括委託した場合と一部を大学対応とした場合のメリット、デメリットを検討した。 

 企業に一括委託した場合 一部を大学対応とした場合 

システム監視 管理体制が一元的に構築される。システムに精

通した人員を配置させることでエラーや不測の事

態では、管理責任者との連携が図られる。 

管理体制が大学、企業に分割されるため企業側

との意思疎通をスムーズに図る必要あり。 

技能者の配置や派遣契約期間があるため、継続

的な人員確保に課題有り。 

品質保証 アプリケーションソフト運営保守全体と維持のた

めの品質管理を行わせることができる。 

アプリケーションソフトの保守を企業にさせることで、

維持に関する品質管理を行わせることができる。 

コスト 一部大学対応とした場合に比較し、費用は大

きくなる。 

企業に一括委託した場合より、費用は小さくな

る。 

 

 

（２） WG としての意見 

従事者管理のデータやり取りの DX だけでは、費用に対する利用者及び各施設が感じるメリットが薄

い。そのため、教育訓練の DX システムと連動させることが重要である。企業と大学で費用の差をつ

けることによって、大学が現実的に費用負担できる範囲に収まってくると考えられる。教育訓練の教

材開発が必要であるが、これはいくつかの大学が分担することで対応し、教材開発をした大学につい

ては、一定期間ディスカウントする等で対応する方法も考えられる。 

A-182- 199 -



現行システムの特徴 現行システムの○メリット/▲デメリット 次世代システムに求められる機能

紙ベースでのやりとりを電子化した。

(1) 従事者情報(被ばく，健康診断，教育訓練)
(2) 所属元で従事者として管理されていることの証明
　　(従事者証明)
(3) 放射線業務に従事することについての所属元の承認
　　(利用承認)

○ 手続きの迅速化。
▲ 従事者情報は登録時の一点だけが提供され，リアル
タイムの情報が得られるものではない。したがって，施

設側は厳密には法令が定める項目を保管記録していると

は言い難い。

(1) 従事者情報をリアルタイムで取得する仕組み
案1: 共通プラットフォーム(SaaS)で従事者管理を運用
　　し，派遣元も施設側も同じ情報を持つ。(図1)
案2: 利用者個人を中心とした設計とし，個人が定期的
　　に自分の情報を施設側に提供する仕組みを作る。

　　(図2)　この場合，共通CSVフォーマットの改訂
　　が必要。

(2) 法令改正
従事者管理を施設ではなく雇用者(派遣元)の義務とする
方向での法令改正も考えられる。(RI規制法だけでなく
電離則も含めて新たな規制の枠組みが必要になる可能性

もある。)

システムの利用者は，大学等の「放射線管理担当者」を

充てた。

○ システムでのやりとりが従事者証明と利用承認を担
保していた。

▲ 個人情報保護上の問題がある。(←WG01)

利用者本人を中心とした設計にする。この場合，次の機

能が必要;
・データのセキュリティと検証可能性の保証。

　(例: blockchain)
・派遣元と施設の間で従事者証明と利用承認を交換

　する仕組み。

・将来的には，本人確認のための仕組みが必要となる

　可能性がある。(例: マイナンバーの利用)

L2-VLANによる閉じたネットワーク上にシステムを構築
した。

○ セキュリティがある程度担保される。
▲ インターネットを経由したサービス(メール等)が使え
ず，不便があった。

セキュリティと利便性を両立させるシステム構成。

(例: データベースサーバ，Webインターフェース，メー
ルサーバをそれぞれ別に立てて，ファイアウォールでセ

キュリティを確保する等。)

▲  一元管理システムの利用促進を図るため，教育訓練
のサービスがあるとよい。(←WG02)

教育訓練システムとの連携。

セキュリティ等を考慮すると，従事者情報一元管理と教

育訓練は別のシステムとすべきである。その上で，両シ

ステムが連携を取るようにするか，あるいは利用者個人

を中心としたシステム設計の中で実現する。
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図 1 

 
 
図 2 
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大学
大学で使用するオンラ

イン講義システム

従事者一元管理システムとオ

ンライン講義システムとの連

携方法に関する提案

その他、教育訓練についての意見・提案等 類似サービス

東京大学 CANVAS

従事者一元管理システムはク

ローズなネットワークである

ため、連携が難しい可能性が

ある。

教育システムを安定的かつ持続的に運用する必要がある。法令

改正等にあわせて、教育訓練内容を更新する必要がある。数多

くの施設の要望や教育訓練の実情を調査し、多くの施設が利用

可能な教育訓練の内容を作る必要がある。さらに、規制庁が受

け入れる内容にする必要性もある。

以上の課題を解決するためには、公的性格をもつ組織（日本ア

イソトープ協会など）が関与することが重要。運営主体として

大学は不向き。

神戸大学

・エックス線作業従事

のための教育訓練に

は、moodle
　　（moodleでは厳密
な時間管理できない）

・放射性同位元素等規

制法による教育訓練に

は、Leafシステム
　　（時間管理可能）

・教育訓練の受講履歴が自動

的に反映し、判定、閲覧・確

認に供されると良い。

・教育訓練のメニューで、共

通メニュー、他機関独自のメ

ニュー（安全取扱、予防規

程）も同時に反映されて承認

手続に供せられると良い。

・大学ごとに教育訓練の時間や項目が異なるため、共通メ

ニューを準備することが重要。教育訓練の内容が標準化される

メリットは大きい。

・オンライン講義システムを管理する主体を作る必要がある

が、運営主体の選定、運用・メンテナンスの費用が課題。大学

等放射線施設協議会のような、より多くの機関が参加し、意見

を吸い上げやすいところが良いと思われる。（日本アイソトー

プ協会との関係も整理する必要がある）

千葉大学 Moodle

現在の千葉大学のシステムで

は、Moodleが学内専用である
ため、外部システムとの連携

は難しい

・大学ごとに教育訓練の時間や項目が異なる。これに合わせた

教育訓練カリキュラムを作る必要があるので、多様な講義を準

備する必要がある。共通部分と各大学の独自部分を分けて、共

通部分のみ提供し、独自部分は各大学から提出してもらう方式

もあり得る。

・オンライン講義システムを管理する主体を作る必要がある。

予算が絡むので、難しい問題ですが、センター長会議か、施設

協議会などが適切と思われる。

・RI施設の相互利用を前提にすると、各大学等が従事者に要求
する教育訓練の中身を開示する必要がある。

長崎大学 Blackboard 特になし

　各大学で利用者の実情に合わせた特色ある教育訓練を行うこ

とを妨げてはならないので、各大学に合わせるのではなく、ど

のような大学でも使用できそうな共通項目、基礎項目をまず公

開すれば良いのではないかと思います。

　また、有料ベースではアイソトープ協会が継続的に開発公開

していますので、それに対するこちらの教育訓練コンテンツ配

信の優位性を明確にしておいた方が良いと思います。

日本アイソトープ協会：

放射線業務従事者のための教

育訓練講習会

https://jrias.smktg.jp/public/
seminar/view/206

東北大学
moodleをベースにした
独自システム

一元管理システムが外部に接

続できないので連携に問題が

発生する。

初期教育の内容は類似しているので、共同することが良い。

京都大学

大学の講義の受講など

の情報管理は独自の

京都大学教務情報シス

テム（KULASIS）及び
授業支援システム

（PandA）を使用するが
講義自体は「ZOOM」
を用いている。

また、再教育訓練は、

独自の放射線取扱者個

人管理システム

（KRUMS）と連携した
e-learningシステムを京
大の情報環境機構との

協力のもとに作成し、

それを用いている。

放射線取扱者個人管理システ

ム（KRUMS）を運用してお
り、外部システムとの接続は

容易ではない。
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問題点・課題の整理

・大学ごとに異なるe-learningシステムを利用しており、それぞれ一長一短がある。どのようなシステムがオンライン教育訓練に最適であるかについて調査研究
が必要。

・試験開発中の「従事者一元管理システム」には外部と連結できないため、「従事者一元管理システム」とオンライン教育訓練システムの連携については調査研

究が必要。

・事業所ごとにニーズが異なるため、基礎的教育カリキュラムと専門的カリキュラムなどを準備することが望ましい。なお、教育訓練の内容が標準化されるメ

リットは大きいため、全国的にニーズが強い。

・法令改正等にあわせて、教育訓練内容を更新する必要がある。数多くの施設の要望や教育訓練の実情を調査し、多くの施設が利用可能な教育訓練の内容を作る

必要がある。さらに、規制庁が受け入れる教育訓練の内容にする必要性もある。

・今後、上記課題の調査研究を実施するためには適切な規模の予算の確保が必要。

　以上の課題を解決し、かつ、教育システムを安定的かつ持続的に運用するためには、公的性格をもつ組織が教育システム運用を担う必要性がある。運営主体と

して大学は不向きと思われる。
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